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【鹿屋市内共通商品券発行事業に係る利用者保護のための情報提供】 

 

１. 平成１４年発行の鹿屋市内共通商品券（以下、当商品券）は、基準日未使用残高が政令で定める額

を超えないため、資金決済法の規定に基づく保全措置の対象となりません。 

２. 当商品券は、盗難・紛失等により第三者に利用された場合、当所はその責任を負いません。 

 

 

【鹿屋市内共通商品券利用状況】令和７年３月３１日現在 

 

①発 行 総 額：    195,913,500円 （平成 14年 11月 2日発行分より） 

 ②令和６年度回収金額：        15,500円  

 ③回 収 金 額：    191,829,500円 （平成 14年 11月 2日発行分より） 

④回 収 率：        97.9％ 

⑤未 使 用 残 高：      4,084,000円 

 

 

 

※現在、当商品券の発券・販売は行っておりません※ 
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【参考】 

平成二十二年内閣府令第三号 前払式支払手段に関する内閣府令 

（その他利用者保護を図るための措置等） 

第二十三条の二 前払式支払手段発行者は、前払式支払手段を発行する場合には、書面の交付その他の

適切な方法により、次に掲げる事項に関する情報を利用者に提供しなければならない。 

一 法第十四条第一項の規定の趣旨及び法第三十一条第一項に規定する権利の内容 

二 発行保証金の供託、発行保証金保全契約（法第十五条に規定する発行保証金保全契約をいう。以下

同じ。）又は発行保証金信託契約（法第十六条第一項に規定する発行保証金信託契約をいう。以下

同じ。）の別及び発行保証金保全契約又は発行保証金信託契約を締結している場合にあっては、こ

れらの契約の相手方の氏名、商号又は名称 

三 前払式支払手段の発行の業務に関し利用者の意思に反して権限を有しない者の指図が行われたこと

により発生した利用者の損失の補償その他の対応に関する方針 

出典：e-Govポータル（前払式支払手段に関する内閣府令 | e-Gov法令検索） 

 

 

平成二十一年法律第五十九号 資金決済に関する法律 

第十四条 前払式支払手段発行者は、基準日未使用残高が政令で定める額（以下この章において「基

準額」という。）を超えるときは、当該基準日未使用残高の二分の一の額（以下この章において「要

供託額」という。）以上の額に相当する額の発行保証金を、内閣府令で定めるところにより、主た

る営業所又は事務所の最寄りの供託所に供託しなければならない。 

第三十一条 前払式支払手段の保有者は、前払式支払手段に係る債権に関し、当該前払式支払手段に

係る発行保証金について、他の債権者に先立ち弁済を受ける権利を有する。 

出典：e-Govポータル（資金決済に関する法律 | e-Gov法令検索） 

 

 

前払式支払手段の諸手続きに係る概要 

Ⅱ前払式支払手段の発行に関する報告書、発行保証金の保全等について 

２.発行保証金の保全（供託等） 

基準日（３月末及び９月末）において、発行した商品券等の未使用残高が基準額（１千万円）を超

えたときは、その未使用残高の２分の１以上の額に相当する額の発行保証金を基準日の翌日から２

月以内（３月末⇒５月末、９月末⇒１１月末）に供託する必要があります。 

出典：財務省九州財務局HP  maebarai.gaiyo_0504.pdf (mof.go.jp) 

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=422M60000002003_20240401_506M60000002019&keyword=%E5%86%85%E9%96%A3%E5%BA%9C%E4%BB%A4%20%E5%89%8D%E6%89%95%E5%BC%8F%E6%94%AF%E6%89%95%E6%89%8B%E6%AE%B5
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=421AC0000000059
https://lfb.mof.go.jp/kyusyu/content/list/015/maebarai.gaiyo_0504.pdf

